
害な病害虫及び鳥獣の駆除・蔓延防止措置を講じ、農業生産と経営の安定化を図る。
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
　我孫子市植物防疫協会が実施する農産物病害虫防除事業を円滑に推進するため、同協会の構成員として事 　協会に対する負担金支出と併せ、協会の一員として、水稲防除事業に推進を図る。また、協会事業として
業に要する経費の一部を負担する。 、土壌消毒・有害鳥獣対策などもあわせて実施する。
　また、カメムシによる水稲への被害を抑制するため無人航空機による防除を実施する農業者を支援する。 当該年度 　近年増加しているカメムシによる水稲の被害を抑制するために、無人航空機による防除を実施する農業者

執行計画 を支援する。
(3)事業内容 内　　容

水稲の10a当たり平均収量 想定値 515当該年度
単位 ｋｇ

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安定した収量の確保 直接 水稲の10a当たり平均収量 kg 515 515

令和 3年度 安定した収量が確保されている 直接 水稲の10a当たり平均収量 kg 516

令和 4年度 安定した収量が確保されている 直接 水稲の10a当たり平均収量 kg 516

　県、ＪＡ、農業共済、防除組合等との連携。病害虫発生予察の徹底と発生が見込まれた場合の即応体制整備。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子市植物防疫協会負担金 5,140 我孫子市植物防疫協会負担金 5,084 我孫子市植物防疫協会負担金 5,084 我孫子市植物防疫協会負担金 5,084
東葛飾植物防疫協会負担金 10 ＊ 無人航空機防除事業補助金 7,938 ＊ 無人航空機防除事業補助金 7,938 ＊ 無人航空機防除事業補助金 7,938
航空防除散布委託料 17 東葛飾植物防疫協会負担金 10 東葛飾植物防疫協会負担金 10 東葛飾植物防疫協会負担金 10

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,167 合　　計 13,032 合　　計 13,032 合　　計 13,032
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,167 13,032 13,032 13,032

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,305 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,487 14,337 14,337 14,337
(11)単位費用

12.6千円／ｋｇ 27.84千円／ｋｇ
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　農産物の収量や品質の低下を防ぎ高い生産性を維持するためには、病害虫防除が不可欠な手段です。 ○①事前確認での想定どおり
　このため植物防疫協会を通じて事業を実施し、農業者に必要な支援を行うことで本市農業の活性化、農業者の安定的な ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 経営の確立に寄与するものと考えます。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の計画・実施にあたっては、農業者及び関係機関で組織 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り する協会を通じて実施している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
航空防除の休止

効
　
率
　
性

現況値(a)(kg) 目標値(b)(kg) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(kg) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
515 515 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,337 △7,850
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△121.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 3.59

kg 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 215 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 効率的かつ安定的な経営の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 植物防疫業務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市植物防疫協会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,337 千円 (うち人件費 1,305 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 農作物に有



持管理することにより、水害による農地・農作物被害を防止し、農業経
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 営の安定化を図る。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
〇農業用排水施設としての排水機場（９施設）及び幹線排水路（１施設）を適正に維持管理する。維持管理 【排水機場維持管理費・青山排水機場災害復旧事業負担金】
は、土地改良区・千葉県と連携して実施する。 ４月：各排水機場維持管理業務委託契約及び災害復旧事業負担協定書締結
〇国営農地防災事業に基づき、地盤沈下の影響や流域開発に伴うピーク排水量の増加により機能が低下し、 当該年度 ３月までに委託料及び維持管理負担金等支払い
農地の湛水被害や用水の安定供給に支障が生じていることから用排水施設を改修し、その機能を回復させる 執行計画 【国営農地防災事業】

(3)事業内容 内　　容 ことにより湛水被害の防止と用水の安定供給を図り農業生産の維持及び農業経営の安定を図る。 対象者250名の同意徴収事務を行う
〇令和元年台風１９号に伴う利根川の増水により青山排水機場のポンプが破損し修繕が必要となったため、 ６月～１２月：説明会開催、２月～３月：同意書の送付
柏市が事業主体となり令和元年度から令和４年度の４年間で修繕を行うこととなった。国の農林水産業施設 負担金支出率 想定値 100当該年度
災害復旧事業費補助金を活用して実施することになるが、補助対象外経費は、管理運用協定書に基づく負担 単位 ％

活動結果指標 実績値（我孫子市４６％）が必要となることから令和元年度から令和４年度までの継続費を設定し実施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設を適正に管理する 直接 負担金支出率 ％ 100 100

令和 3年度 施設を適正に管理されている 直接 負担金支出率 ％ 100

令和 4年度 施設を適正に管理されている 直接 負担金支出率 ％ 100

土地改良区、県農業事務所等と連携し、施設の適切な管理運営を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 同意徴集に向けた適切な活動の実施。 代替案検討 ○有 ●無

災害復旧事業においては、事業主体が柏市のため、事業の進捗等協議を行う。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

排水機場維持管理委託料 16,840 排水機場維持管理委託料（３機場） 19,960 排水機場維持管理委託料（３機場） 19,960 排水機場維持管理委託料（３機場） 19,960
布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 9,760 布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 11,600 布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 11,600 布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 11,600
利根・新利根・青山排水機場維持管理負 12,880 利根・新利根・青山排水機場維持管理負 12,880 利根・新利根・青山排水機場維持管理負 12,880 利根・新利根・青山排水機場維持管理負 12,880
手賀沼排水機場維持管理負担金 2,980 手賀沼排水機場維持管理負担金 2,474 手賀沼排水機場維持管理負担金 2,474 手賀沼排水機場維持管理負担金 2,474
第三排水機場維持管理負担金 18,409 第三排水機場維持管理負担金 19,235 第三排水機場維持管理負担金 19,235 第三排水機場維持管理負担金 19,235
我湖・相島排水機場維持管理負担金 9,454 我湖・相島排水機場維持管理負担金 9,902 我湖・相島排水機場維持管理負担金 9,902 我湖・相島排水機場維持管理負担金 9,902

＊ 印刷製本費 16 ＊ 印刷製本費 16 青山排水機場災害復旧事業負担金 805
実施内容 ＊ 通信運搬費 71 ＊ 通信運搬費 71 利根土地改良区土地改良事業連絡協議会 30

青山排水機場災害復旧事業負担金 28,083 青山排水機場災害復旧事業負担金 805 千葉県手賀沼土地改良区改良事業連絡協 36
(8)施行事項

費　　用 利根土地改良区土地改良事業連絡協議会 30 利根土地改良区土地改良事業連絡協議会 30 千葉県土地改良事業団体連合会一般賦課 20
千葉県手賀沼土地改良区改良事業連絡協 36 千葉県手賀沼土地改良区改良事業連絡協 36 千葉県土地改良事業団体連合会特別賦課 4
千葉県土地改良事業団体連合会一般賦課 20 千葉県土地改良事業団体連合会一般賦課 20
千葉県土地改良事業団体連合会特別賦課 4 千葉県土地改良事業団体連合会特別賦課 4

予算(決算)額 合　　計 70,323 合　　計 104,311 合　　計 77,033 合　　計 76,946
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 21,800 充当率 0 ％ 600 充当率 0 ％ 600

(9)財源内訳
一般財源 70,323 82,511 76,433 76,346

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 696 696 696

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 71,027 105,007 77,729 77,642
(11)単位費用

710.27千円／％ 1,050.07千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　農業用排水施設（排水機場や排水路）は、農地・農作物の水害対策のみでなく、都市排水対策として極めて重要な機能 ○①事前確認での想定どおり
を有している。台風や大雨により利根川が増水した際の内水排除のため、農業用排水施設の継続的で適正な維持管理及び ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 修繕が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) また、国営農地防災事業における同意徴集については、同意徴集期間が令和3年3月からおおよそ3カ月と期間が定められ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

ているため早急な対応が必要となる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・水路の草刈り等の実施 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 105,007 △33,980
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△47.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.1

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 222 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 土地改良事業の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業用排水施設維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 105,007 千円 (うち人件費 696 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 排水機場及び幹線排水路を適正に維



て、観光振興施策 「あびこ型都市農業」の確立に向けたしくみづくりを先導的に推進し、我孫子らしさである自然環境に調和
施策目的・

(2)目的 や環境啓発施策、農業拠点施設におけるさまざまな事業との連携による活用を図るとともに、農地を耕作す 事業目的 した農業を推進するため、手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用を図る事業者に対し、事業及び経費支
展開方向

る農業者への支援を行い、手賀沼や斜面林等と一体となった豊かな自然環境を保全していきます。 援行うもの｡
　手賀沼沿い農地活用計画に位置付けられた地区の農地の活用を支援する。あわせて、農地条件の改良を支 　手賀沼沿い農地活用計画をもとに以下の事業に対して支援を実施する。
援する。 １農地の積極的活用への支援　・景観作物栽培事業　・観光農園事業　・果樹栽培事業（４～３月）
 また、高野山新田地区利用構想の実現に向け事業を行う。 当該年度 ２農地の保全・維持管理（農業経営の継続）への支援　・農用地等賃借事業　・農業経営基盤設備整備事業

執行計画 　・農地保全事業　・用水・排水の維持管理事業（４～３月）
(3)事業内容 内　　容 ３手賀沼沿い農地排水維持補修対策事業（４月～３月）

４高野山新田地区内における景観作物栽培４月～３月）５水生植物園における景観作物栽培（４月～３月）
手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 想定値 302,000当該年度

単位 ㎡
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼沿い農地活用計画に基づいた農地活用を支援する 直接 手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 ㎡ 301,227 302,000

令和 3年度 手賀沼沿い農地活用計画に基づいた農地活用を支援している 直接 手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 ㎡ 312,000

令和 4年度 手賀沼沿い農地活用計画に基づいた農地活用を支援している 直接 手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 ㎡ 322,000

手賀沼沿い地区にかかわる農家との調整が必要である｡また、手賀沼沿い農地活用計画への農業者の理解が重要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手賀沼沿い農地活用計画支援事業 手賀沼沿い農地活用計画支援事業 手賀沼沿い農地活用計画支援事業 手賀沼沿い農地活用計画支援事業
消耗品費 62 消耗品費 53 消耗品費 53 消耗品費 53
燃料費・光熱水費 58 燃料費・光熱水費 62 燃料費・光熱水費 62 燃料費・光熱水費 62
農業用機械バロネス修繕料 185 農業用機械バロネス修繕料 185 農業用機械バロネス修繕料 185 農業用機械バロネス修繕料 185
市民農園跡地施設修繕料 10 市民農園跡地施設修繕料 10 市民農園跡地施設修繕料 10 市民農園跡地施設修繕料 10
農作業用損害保険料 4 農作業用損害保険料 4 農作業用損害保険料 4 農作業用損害保険料 4
市民農園跡地浄化槽管理業務委託料 67 市民農園跡地浄化槽管理業務委託料 67 市民農園跡地浄化槽管理業務委託料 67 市民農園跡地浄化槽管理業務委託料 67

実施内容 市民農園跡地清掃委託料 284 市民農園跡地トイレ清掃委託料 286 市民農園跡地トイレ清掃委託料 286 市民農園跡地トイレ清掃委託料 286
＊ 樹木管理委託料 273 樹木管理委託料 273 樹木管理委託料 273 樹木管理委託料 273

(8)施行事項
費　　用 ゲートスポット維持管理業務委託料 141 ゲートスポット草刈業務委託料 146 ゲートスポット草刈業務委託料 146 ゲートスポット草刈業務委託料 146

市民農園跡地管理業務委託料 1,900 市民農園跡地管理業務委託料 1,867 市民農園跡地管理業務委託料 1,867 市民農園跡地管理業務委託料 1,867
ゲートスポット借地料 1,370 ゲートスポット借地料 1,370 ゲートスポット借地料 1,370 ゲートスポット借地料 1,370

＊ 用排水施設等整備工事（根戸新田） 31,500 積算システム保守 322 積算システム保守 322 積算システム保守 322
積算システム保守 308 積算システム使用料 101 積算システム使用料 101 精算システム使用料 101
積算システム使用料 99 千葉県土地改良事業団体連合会賦課金 28 市民農園跡地土地賃借料 1,224 市民農園跡地土地賃借料 1,224
千葉県土地改良事業団体連合会賦課金 25 市民農園跡地土地賃借料 1,224 手賀沼沿い農地活用支援補助金 14,146 手賀沼沿い農地活用支援補助金 14,146
市民農園跡地土地賃借料 1,224 手賀沼沿い農地活用支援補助金 14,146 水生植物園管理業務委託料 2,250 水生植物園管理業務委託料 2,250
手賀沼沿い農地活用支援補助金 11,411 水生植物園管理業務委託料 2,250 水生植物園土地賃借料 125 水生植物園土地賃借料 125

水生植物園土地賃借料 125 手賀沼沿い農地排水維持補修工事 300 手賀沼沿い農地排水維持補修工事 300
＊ 手賀沼沿い農地排水維持補修工事 300

予算(決算)額 合　　計 48,921 合　　計 22,819 合　　計 22,791 合　　計 22,791
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 11,775 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 11,400 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 25,741 22,814 22,786 22,786

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 5 □特会 ■受益 □基金 □その他 5 □特会 ■受益 □基金 □その他 5 □特会 ■受益 □基金 □その他 5
換算人数(人) 1.22 1.22 1.22 1.22
正職員人件費 10,736 10,614 10,614 10,614

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 59,657 33,433 33,405 33,405
(11)単位費用

0.2千円／㎡ 0.11千円／㎡
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手賀沼沿い農地活用計画は、農業者が主体的に農地活用に取組み、そこに都市住民が参画することにより農を共有し、都 ○①事前確認での想定どおり
市と農業が共生するなかで、新たな農業形態を構築するものである｡計画実現のためには先ず、農業者が農地活用に取り ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 組める環境を整えることが大切であり、この農地活用へのきっかけや動機づくりとして事業支援と事業費支援は不可欠な ○要
   背景は？(事業の必要性) ものである｡特に農地活用に当たっての事業費支援は、経営面での安心感がもたらす新たな取組みへの動機や意欲が見込 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

めることから、手賀沼沿い農地活用計画を推進する上でで効果的な施策である｡

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 計画策定時から各地区で農家懇談会を開催している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている ・農地保全活動 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ・景観作物の栽培 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(㎡) 目標値(b)(㎡) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(㎡) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
301,227 302,000 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 33,433 26,224
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

43.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 903.3

㎡ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 232 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 手賀沼沿い農業者への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 手賀沼沿い農地の保全活用と農業者支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 農地活用計画者 ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 33,433 千円 (うち人件費 10,614 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22203 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼沿いの根戸新田地区、高野山新田・我孫子新田地区・岡発戸新田地区の農地につい



射能の影響を確認するため、我孫子市産農産物及び市内小中学校給食食
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 材の放射性物質検査、農地の空間放射線量測定を行い、食の安全性の確保、風評被害の防止に努める。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
福島第一原子力発電所事故による放射能の影響を確認するため、我孫子市産農産物及び市内小中学校給食食 ４～３月　我孫子市産農産物、市内小中学校給食食材・土壌等の放射性物質検査と農業者支援
材の放射性物質検査を行い、食の安全性の確保を行う。また、国から出荷制限の指示を受けている林産物（ ７～８月　放射性物質分析機器保守点検
原木しいたけ）の制限解除に向けた取り組みや支援を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

我孫子市産農産物の放射性物質検査数 想定値 90当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市産農産物の安全性の確認を行う。 直接 我孫子市産農産物の放射性物質検査数 件 104 90

令和 3年度 我孫子市産農産物の安全性の確認を行う。 直接 我孫子市産農産物の放射性物質検査数 件 50

令和 4年度 我孫子市産農産物の安全性の確認を行う。 直接 我孫子市産農産物の放射性物質検査数 件 50

放射能に不安を抱える消費者に対し、情報提供をしっかり行い、我孫子産農産物の安全性をＰＲしていく必要があることから、
(7)事業実施上の課題と対応 放射性物質検査を徹底して行いその結果を公表していくものとする。また、生産者にも必要な情報をしっかり提供し、農業経営 代替案検討 ○有 ●無

や損害賠償等に活用してもらう。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 消耗品費 39 ＊ 消耗品費 36 ＊ 消耗品費 36 ＊ 消耗品費 36
＊ 分析器保守点検費用 162 ＊ 分析器保守点検費用 330 ＊ 分析器保守点検費用 330 ＊ 分析器保守点検費用 330
＊ 臨時職員賃金 1,098 ＊ 会計年度任用職員（技能労務職）給料 1,029 ＊ 会計年度任用職員（技能労務職）給料 1,029 ＊ 会計年度任用職員（技能労務職）給料 1,029

＊ 会計年度任用職員（技能労務職）手当 69 ＊ 会計年度任用職員（技能労務職）手当 69 ＊ 会計年度任用職員（技能労務職）手当 69

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,299 合　　計 1,464 合　　計 1,464 合　　計 1,464
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9 174 176 176

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,290 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,290 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,288 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,288
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,045 3,045 3,045

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,098 1,098 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,379 4,509 4,509 4,509
(11)単位費用

48.66千円／件 50.1千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所の事故により飛散した放射性物質の影響が懸念されいる中で、市内で生産される農畜産物等への放 ○①事前確認での想定どおり
射能の影響が、農業者及び消費者へ不安を与えている現状である。そのため、我孫子市産農産物及び市内小中学校給食食 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 材、農地の空間放射線量等の放射能検査を実施し安全性の確認を行うことで農業者及び消費者の不安の解消を図る必要が ○要
   背景は？(事業の必要性) ある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
放射能検査分析器による市内農産物の検査のため、市民参加・協働はできない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
農産物等の放射線物質検査を行うことで、福島原子力発電所事故で飛散した放射性物質の農産物への影響を検査実施する
。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
104 90 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,509 △130
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

現有体制で対応を継続している。

△2.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ○不要
   (目標対費用) 2

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1884 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業にかかる放射能対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,509 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 福島第一原子力発電所事故による放



に甚大な被害が生じており、施設園芸の経営及
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 び野菜等の安定供給に影響を及ぼしているため、当事業を活用し、ハウスノ補強や防風ネットの設置等の対
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。 策を支援する。
台風や大雪対策に有効な補強の取組に対し支援を行うものであり、農業用ハウスを補強するパイプ等の資材 令和2年度において着工、竣工、支払までを完結させる。
費や施工を業者が行う場合の経費等が補助対象となる。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

補強施設普及件数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 被害防止対策を実施し、台風等の災害に備えた施設を増加させる。 直接 補強施設普及件数 件 0 10

令和 3年度 被害防止対策を実施し、台風等の災害に備えた施設を増加させる。 直接 補強施設普及件数 件 10

令和 4年度 被害防止対策を実施し、台風等の災害に備えた施設を増加させる。 直接 補強施設普及件数 件 10

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 農業用ハウス強靭化緊急対策事業補助金 5,000 ＊ ＊

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 5,000 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 5,000 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 5,000 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 500千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年台風・大雪等の災害が増えており、我孫子市でも災害による農業施設被害が増加している。 ○①事前確認での想定どおり
また、当事業については令和２年度までの事業であるため来年度実施する必要性がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 10 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,000 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.2

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2264 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業用ハウス強靭化緊急対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,000 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 近年の台風、大雪等の度重なる災害により、農業用ハウス等


